
区 分

予 算 16 件
条 例 案 3 件 議案22件
その他議案 3 件
報 告 件
認 定 件
提 出 件

計 22 件

◎予算
（１６件）

総務部 【１】
（補正額 約 ▲５億円）

【２】
（補正額 約 ▲４百万円）

【３】
（補正額 約 ▲２千万円）

【４】
（補正額 約  １百万円）

【５】
（補正額 約 ▲２千万円）

【６】
（補正額 約 ▲４千万円）

【７】 平成23年度三重県沿岸漁業改善資金貸付事業特別会計補正予算（第２号）
（補正額 約 ▲５０万円）

【８】
（補正額 約  ７百万円）

【９】
（補正額 約 ▲2億円）

【１０】
（補正額 約 ▲３億円）

【１１】 平成23年度三重県公共用地先行取得事業特別会計補正予算（第２号）
（補正額 約 ３千万円）

平成23年度三重県流域下水道事業特別会計補正予算（第５号）

平成23年度三重県立小児心療センターあすなろ学園事業特別会計補正予算（第３号）

平成23年度三重県中小企業者等支援資金貸付事業等特別会計補正予算（第２号）

平成２４年第１回三重県議会定例会提出予定議案概要（追加提案）

件 名 概 要

平成23年度三重県県債管理特別会計補正予算（第２号）

平成23年度三重県一般会計補正予算（第11号）

平成23年度三重県地方卸売市場事業特別会計補正予算（第２号）

平成23年度三重県就農施設等資金貸付事業等特別会計補正予算（第２号）

平成23年度三重県港湾整備事業特別会計補正予算（第２号）

平成23年度三重県林業改善資金貸付事業特別会計補正予算（第１号）
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区 分 件 名 概 要

予算 【１２】
つづき （補正額 約 ▲７億円）

【１３】
（補正額 約 ▲３億円）

【１４】
（補正額 約 ▲４千万円）

【１５】
（補正額 約 ▲２千万円）

【１６】
（補正額 約 ２９億円）

◎条例案

平成23年度三重県水道事業会計補正予算（第４号）

平成23年度三重県病院事業会計補正予算（第３号）

平成23年度三重県工業用水道事業会計補正予算（第４号）

平成24年度三重県一般会計補正予算（第１号）

平成23年度三重県電気事業会計補正予算（第５号）
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区 分 件 名 概 要

（３件） 【１７】
 健康福祉部

【１８】

【１９】

◎その他議案
（３件） 【２０】

・ 条例の有効期限を、平成２４年１２月３１日から平成２５年３月３１日まで
 延長する。

   三重県障害者自立支援対策臨時特例基金の設置の目的と
なる事業の実施期間の延長に鑑み、規定を整備するものであ
る。

 三重県妊婦健康診査支援基金の設置の目的となる事業の実
施期間の延長に鑑み、規定を整備するものである。

（主な改正内容）

三重県妊婦健康診査支援基
金条例の一部を改正する条例
案

○  三重県妊婦健康診査支援基金の概要
国から交付される妊婦健康診査臨時特例交付金により、妊婦の健康管理の充実及び経済的負担の軽減

を図るため、設置されている。

（公布の日から施行）

○ 三重県障害者自立支援対策臨時特例基金の概要
国から交付される障害者自立支援対策臨時特例交付金により、障害者自立支援法の円滑な運用を図るた

め、設置されている。

三重県子宮頸がん等ワクチン
接種緊急促進臨時特例基金
条例の一部を改正する条例案

（公布の日から施行）

三重県子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進臨時特例基金の
設置の目的となる事業の実施期間の延長に鑑み、規定を整備
するものである。

（主な改正内容）
・ 条例の有効期限を、平成２４年３月３１日から平成２５年３月３１日まで
 延長する。

○  三重県子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進臨時特例基金の概要
国から交付される子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進臨時特例交付金により、子宮頸がん等ワクチンの

接種の促進を図るため、設置されている。

（公布の日から施行）

（主な改正内容）

・  条例の有効期限を、平成２４年３月３１日から平成２５年３月３１日まで
 延長する。

三重県障害者自立支援対策
臨時特例基金条例の一部を
改正する条例案

＜参考＞＜参考＞＜参考＞

＜参考＞

＜参考＞
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区 分 件 名 概 要

防災危機管理部

 

【２１】
 農水商工部

 

【２２】
 県土整備部 土木関係建設事業に対する

市町の負担について
   平成２３年度において県の行う土木関係建設事業は、市町内
の公共施設等の機能を高め、住民福祉の増進に寄与するもの
であり、その利益を受ける限度に応じ、経費の一部を当該市町
に負担を求めるものである。

県営農水産関係建設事業に
対する市町の負担について

   平成２３年度において県の行う農水産関係建設事業は、市町
内の公共施設等の機能を高め、住民福祉の増進に寄与するも
のであり、その利益を受ける限度に応じ、経費の一部を当該市
町に負担を求めるものである。

防災関係建設事業に対する
市町等の負担について

   平成２３年度において県の行う防災関係建設事業は、市町内
の公共施設等の機能を高め、住民福祉の増進に寄与するもの
であり、その利益を受ける限度に応じ、経費の一部を当該市町
及び消防組合に負担を求めるものである。
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